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南国市建設工事低入札価格調査制度事務処理要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令

」という。）第１６７条の１０第１項の規定に基づく低入札価格調査制度による

一般競争入札に係る事務処理について必要な事項を定めるものとする。

（低入札価格調査制度適用入札）

第２条 請負対象金額（消費税及び地方消費税を含む。）が１億５，０００万円以

上の建築一式工事に係る総合評価方式一般競争入札（施行令第１６７条の１０の

２の規定に基づく一般競争入札をいう。）については、必ず低入札価格調査制度

を適用しなければならない。

２ 建設工事発注に係る一般競争入札のうち、前項に規定する入札以外の入札につ

いては、市長が必要と認める場合に低入札価格調査制度を適用するものとする。

（調査基準価格及び失格基準価格）

第３条 低入札価格調査制度を適用する入札（以下「調査対象入札」という。）の

実施に当たっては、低入札調査基準価格を設定するとともに、当該価格について

予定価格調書に明記する等最低制限価格の取扱いに準じた取扱いをしなければな

らない。

２ 低入札調査基準価格を下回る額の入札をした者（以下「低入札者」という。）

のうち、入札書記載金額が次の表の算式により算出される失格基準価格を下回る

ものは、失格とする。

失格基準価格＝直接工事費に係る設計金額の７５％の額＋共通仮設費に係る

設計金額の７０％の額＋現場管理費に係る設計金額の６０％
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の額＋一般管理費に係る設計金額の３０％の額

（施工体制評価）

第４条 調査対象入札において低入札者があった場合は、入札参加者全員（前条第

２項の規定により失格となった者及び入札参加申請時に第１０条第２項に規定す

る辞退書を提出した者で、低入札者となったため失格となったものを除く。次条

第１項及び第７条第１号において同じ。）について、別記に定めるところにより、

施工体制評価（工事の品質確保の実効性及び施工体制確保の確実性の評価をいう。

以下同じ。）を行わなければならない。

（低入札調査等）

第５条 調査対象入札においては、当該調査対象入札に係る評価値（以下「評価値

」という。）の最も高い者が低入札者である場合は、その者を落札候補者とし、

前条の規定による入札参加者全員に対する施工体制評価と併せて、その者に対す

る必要な調査（以下「低入札調査」という。）を行わなければならない。

２ 施工体制評価及び低入札調査を行ったことに伴い、評価値の最も高い者が変わ

った場合で、その者が低入札者であったときは、新たに評価値の最も高い者とな

った者に対して低入札調査を行わなければならない。

３ 低入札調査の対象となり得る者が全て辞退したことにより予定価格内の入札参

加者がいなくなったときその他予定価格内で落札者が決定しないときは、後日失

格者以外の者で再度入札を行うものとする。ただし、再度入札は、最初の入札を

含めて３回を限度とする。

（入札公告時の留意点）

第６条 契約担当者は、調査対象入札の公告に当たっては、次に掲げる事項を公告

文に明示しなければならない。

(1) 調査対象入札であり、低入札調査基準価格及び失格基準価格を設定している

こと。

(2) 失格基準価格及び施工体制評価の内容に関すること。

(3) 調査対象入札に参加しようとする者は、入札参加申請時に、一般競争入札参

加資格確認申請書において、開札の結果自らが低入札者となった場合の低入札

調査の辞退をあらかじめ申し出ることができること及び当該申出を行った者は、

開札の結果低入札者となった場合に、その時点で失格となること。

(4) 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者は、低入札調
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査に協力しなければならないこと。ただし、当該低入札者が低入札調査の辞退

を申し出ることは妨げないこと。

(5) 落札者は、失格基準価格を下回っていないかの調査、施工体制評価及び低入

札調査の結果に基づき決定されるものであること。

（入札開始時の説明）

第７条 入札執行者は、調査対象入札の開始前に、次に掲げる事項を入札参加者に

説明しなければならない。

(1) 調査対象入札であり、低入札調査基準価格及び失格基準価格を設定している

こと並びに低入札者があった場合は、入札参加者全員について施工体制評価を

行うこと。

(2) 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者があった場合

は、落札者の決定を保留すること。

(3) 入札参加者は、入札箱に入札書を投函する際に、持参した工事費内訳書を提

出すること及び工事費内訳書の提出のない者は失格となること。

(4) 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者は、低入札調

査に協力すること及び提出期限までに第１０条第１項に規定する書類を市長に

提出すること。ただし、当該低入札者が低入札調査の辞退を申し出ることは妨

げないこと。

(5) 失格基準価格を下回る入札をした者及び低入札調査の結果、契約を締結する

ことが適当でないと判断された者は、失格となること。

（入札終了時の対応）

第８条 入札執行者は、調査対象入札の終了時は、次の各号に掲げる場合に応じて、

当該各号に定める対応を行うものとする。

(1) 低入札者がなかった場合で、予定価格の制限の範囲内で入札した者があった

とき 入札参加者に次に掲げる事項を告げて、評価値の最も高い者を落札者と

して決定する。

ア 落札者の入札金額及びその者の商号又は名称

イ 予定価格及び低入札調査基準価格

(2) 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者があったとき

次に掲げる対応を行ったうえで、調査対象入札を終了する。

ア 入札参加者に次に掲げる事項を告げる。
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(ｱ) 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者があった

ため、落札者の決定を保留すること。

(ｲ) 今後、施工体制評価を行い、契約内容に適した履行がなされるか否かを

調査したうえで落札者を決定すること。

(ｳ) 低入札調査の結果、落札者が決定しなければ、再度入札を行う可能性が

あるため、予定価格、低入札調査基準価格及び失格基準価格の公表は行わ

ないこと。

(ｴ) 失格基準価格を下回る場合は、失格となること。

(ｵ) 落札者が決定すれば、入札参加者全員に予定価格、低入札調査基準価格

及び失格基準価格を南国市役所閲覧室及び南国市ホームページにおいて公

表すること。

イ 低入札調査基準価格を上回る入札を行った者で評価値が最高点かつ同点で

あるものが２者以上あった場合で、全ての低入札者が低入札調査により失格

となったときを想定して、落札者とすべき者をあらかじめくじで決定する。

（入札終了時の入札結果公表等）

第９条 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ていない低入札者があった場

合は、落札者の決定を保留し、予定価格、低入札調査基準価格及び失格基準価格

の公表は行わないものとする。

２ 入札参加申請時に低入札調査の辞退を申し出ている入札参加者が、開札の結果、

低入札となった場合は、その時点で当該入札参加者を失格とする。

（低入札調査）

第１０条 市長は、低入札調査の実施に当たっては、低入札調査の対象となる者（

以下「低入札調査対象者」という。）に対し、建設工事低入札価格調査制度に基

づく事情聴取の実施について（様式第１号）により、低入札調査の実施に関する

通知を行い、入札日の翌日から起算して５日以内（閉庁日は含まない。）に、誓

約書（様式第２号）及び建設工事低入札価格調査制度に基づく調査資料（様式第

３号）を提出させるものとする。

２ 低入札調査対象者は、前項に規定する書類の提出期限までに、辞退書（様式第

４号）を提出することにより、市長に低入札調査の辞退を申し出ることができる。

３ 市長は、低入札調査対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、その時点

で低入札調査を中止するものとする。この場合において、第１項に規定する書類
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を提出させることなく、その者を失格とする。

(1) 辞退書を市長に提出し、低入札調査の辞退を申し出た場合

(2) 低入札調査対象者の施工体制評価において、別記中施工体制確保の確実性の

評価基準の表の４の項にのみ該当すると評価した場合において、低入札者でな

い者が評価値の最も高い者になることが明らかなとき。

４ 低入札調査の内容は、低入札調査対象者に対する積算内容その他必要な事項に

ついての事情聴取とする。

（落札者決定時の入札結果公表等）

第１１条 低入札調査の結果、落札者が決定された場合は、入札結果の公表におい

て、低入札調査のうえ落札者が決定されたことを明記するものとする。

２ 低入札調査の結果、失格となった者については、入札結果の公表において、低

入札調査により失格となったことを明記するものとする。

３ 低入札調査の結果、落札者が決定された場合は、次の各号に掲げる入札参加者

の区分に応じ、当該各号に定める通知書を通知するものとする。

(1) 落札者 落札決定通知書（様式第５号）

(2) 落札者以外の入札参加者 入札結果通知書（様式第６号）

(3) 入札参加者のうち低入札調査により失格となったもの 低入札調査失格通知

書（様式第７号）

（指名停止措置を伴う失格）

第１２条 市長は、低入札調査対象者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当

該低入札調査対象者を失格とするとともに、指名停止措置要綱（平成８年財政課

制定）に基づき指名停止を行う。

(1) 辞退書の提出がない場合であって、正当な理由なく期日までに第１０条第１

項に規定する書類の提出がないとき、又は事情聴取に応じないとき。

(2) 低入札調査中に指名停止措置要綱に基づく指名停止の対象となる事案に該当

し、契約を締結することが適当でないと判断されたとき。

(3) 低入札調査中に入札参加資格を喪失したとき、又は市の契約の相手方とする

ことが著しく不適当であると判断されたとき。

(4) その他適正な契約の履行が行われないおそれがあると認められるとき。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、低入札価格調査制度の事務処理に関して
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必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。


